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〈巻頭言〉
機能性食品はQOLの向上に有益か？
中河原 俊治（藤女子大学QOL研究所長）
食品を扱う学問分野の中核を担っているのは農芸化学であるが、その先達が 1980 年代に世界に先駆けて食品の
⽛機能性⽜を明らかにしたことが今日の健康食品の隆盛（氾濫？）につながっており、その市場は⚓兆円に届く規模
で拡大を続けている。研究の初期には、海外の学術雑誌に投稿しようとして⽛機能性食品⽜を⽛functional foods⽜と
表したら、食品は栄養素を有するものだから機能があるのは自明であり、functional foods は反復で不適切とされた
という類の苦労話も聞いたものである。現在では機能性食品とは、栄養性と嗜好性という機能に加えた第三次機能
としての生体調節作用を特徴とする食品群を指すようになった。⽛脂肪の吸収を抑える⽜、⽛ついた脂肪を分解する⽜、
あるいは⽛酵素が役に立つ⽜などといったCMを見かけるが、こうした健康食品として広く普及している。
ところがこれらのうち健康に対する機能性が表示できるのは法に規定された⽛保健機能食品⽜と⽛特別用途食品⽜
のみである。これら以外はわが国の制度上ではあくまでも一般食品であり、法で定められたものと区別するため、
いわゆる⽛健康食品⽜といった用語も用いられる。保健機能食品は、国が審査し、一定の効果の表示を許可された
特定保健用食品（トクホ）と、ビタミン・ミネラルなどの栄養素の補給ができることの表示を許可された栄養機能
食品とがあるが、2015 年、これらに⽛機能性表示食品⽜が加わった。これは事業者の責任において科学的根拠に基
づいた機能性を表示した食品と定義され、国へ（許可ではなく）届け出たものである。科学的根拠といっても、こ
の場合、国が実証データに基づいて個別に審査するのではない。事業者自身がいくつかのデータベース上の論文を
調べて得たものである（実証データを示してもよい）。国が個別に審査するトクホでは、許可が得られるまで数年か
かり、費用も数億円規模となることが少なくないことから、市場拡大が進まないという課題があり、アベノミクス
の一環として導入されたものといえる。おかげで制度導入以来、急速に届出数が増加している。
そもそもこうした機能性食品の充実を国が推進しているのは、国民医療費抑制の要請からである。つまり食品の
健康維持増進機能を利用して病気を予防することにより、できるだけ医療の負担を減らすべきであるという趣旨で
ある。病気を予防し、健康の維持増進が期待できるのであれば、これは当然ながらQOLの向上に寄与する。もち
ろん、本学においてもその趣旨に沿った意欲的な研究が進められている。
しかしながらいくら国の審査に時間がかかるからといって機能性表示食品を事業者の責任として一任してよいも
のであろうか。データベース上にはあまたの学術論文が網羅されているが、それは玉石混淆である。記憶に新しい
STAP細胞をめぐる騒動は、世界最高峰の科学雑誌が舞台であった。つまりいかなる学術論文も未来永劫、絶対に
正しいといえるものではないにもかかわらず、事業者はそれらの中からいくつかを読み解いてそれをもって科学的
根拠と主張できるのである（これらは消費者庁HPで閲覧可能）。このことは、消費者がQOLの向上を目的として
機能性表示食品を利用することの潜在的な危険性を示すものであろう。とりわけ問題なのは、このことが健康被害
が発生しなくては顕在化しないということである。その場合の責任は一義的に事業者にあるから、例えば事業者が
倒産してしまえば被害者は泣き寝入りである。この機能性表示食品制度が、わが国の健康施策ではなく、経済施策
であるといわれる所以である。
かくいう筆者も機能性食品の研究開発に関わっており、論文投稿にはいささか慎重になりすぎの感もあるが、何
度やってもそうなるか、なぜそうなのかを見極めることが重要であると考えている。学術論文としてQOLの向上
に寄与することを目的としながら、意に反して反故にしてしまうという危険性を軽視できないのである。その危険
性を回避するのは学問に対する厳しさであろう。それは自然科学、社会科学、人文科学、応用科学等の分野にかか
わらず、学問の徒に求められ、それがアカデミズムであろうとジャーナリズムであろうと常に探求すべき課題であ
る。本号に掲載された意欲的な論文もそういった研究活動の賜であり、藤女子大学QOL研究所紀要を今後も信頼
される学術雑誌として発展させることができれば素晴らしいことである。
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